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人生 100年時代、2021年４月から「70歳までの就業確保措置（努力義務）1」が施行されたように、

「職業寿命の長期化」が志向されている。何歳まで働くことができるのかということは一人ひとりの

将来設計に大きな影響を及ぼすことである。本稿では、そうした状況を確認した上で、人生 100年時

代における理想の生き方・活躍の仕方モデルについて考える。 

※本稿は、主に定年のある会社員、公務員等を対象に記載している。 

 

■何歳まで働けるのか？ 

「いつまで今の仕事を続けられるか（＝定年がいつか）」は、勤めている企業等によって異なるわけ

だが、世の中全体で見た場合、どのような状況になっているのだろうか。図表１がその状況をまとめ

たものになる。厚生労働省が毎年調査している「高年齢者雇用状況報告」をもとに企業の定年設定状

況等を記載している。ご覧の通り、定年を廃止している企業は４％、定年を 70歳以上に設定している

企業は 1.9％、66歳以上（66～69歳）は 1.1％といった状況である。この段階で確実に 65歳以上働け

る企業は僅か７％にすぎない。残りの約９割（93％）は、65歳定年か（21.1％）、60歳（以上）定年

で（71.9％）65歳まで継続雇用されるパターンと推定される。 

注目される「70 歳までの就業確保措置（努力義務）」の実施状況であるが、法改正施行初年度では

25.6％、４社に１社が実施している状況であった。「努力義務」ということもあり、当面は世の中の状

況を様子見する企業が多いのではないかと考えていたが、筆者の見通しよりかは比較的多い状況にあ

った。ただ、この 25.6％の企業に勤める人が、全員 70 歳まで何らかの就業等を継続できるわけでは

ないことには留意が必要である。採用している措置の大半は「雇用継続支援」であり、条件をクリア

ーした一部の従業員のみがこの措置を受けられているのが今の実態であろう。したがって、現役から

 
1 高年齢者雇用安定法の改正（2021年４月施行）により、事業主は次の①～⑤もいずれかの措置を講じるように努めることとされた。

①定年制 の廃止、②70 歳までの 定年の引上げ、③70 歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入（特殊関係事

業主に加えて、他の事業主によるものを含む）、④70 歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入、⑤70 歳まで継続的に

次の事業に従事できる制度の導入（a.事業主が自ら実施する社会貢献事業 b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社

会貢献事業）。 
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の延長線上で 70 歳まで働くことができる会社員等は極僅かの人たちだけであり（ざっと見積もって

１割程度の人たちではないかと推測している）、多くは 65歳を一つの起点として、自らの力で新たな

キャリアづくりに励まなければならないのが現状と思われる。 

 

図表１ 企業の定年設定等の状況～何歳まで働ける人がどれくらいいるのか～ 

 

資料：筆者作成 

 

■人生 100年時代の生き方・活躍の仕方モデル 

人生 100 年時代に照らせば、65 歳で定年を迎えても 35 年の人生が残される。この期間はもはや老

後や余生と呼べるほど短いものではない。人生 100年時代に相応しい理想的な生き方・活躍の仕方と

は一体どのようなことなのか少し考えてみたい。 

図表２にそのモデルパターンを描いてみた。非常に簡略的なものにはなるが、パターンＡは就職後

の会社で 65歳まで勤め上げる生計就労モデル、パターンＢはＡから５年延長した 70歳までの生計就

労モデル、パターンＣは 65 歳までは生計就労に勤しみ、65 歳以降は自宅のある“地域”の中で生き

がい就労を“楽しむ”モデル、パターンＤは若いときから様々なキャリアを流動的に積み重ねながら

歩んでいくモデルを示している。 

これまでの高年齢者雇用安定法の度重なる改正（雇用確保義務年齢の引き上げ2）によって、多くの

人はパターンＡを歩めており、パターンＡが現在の標準形と言える。パターンＢについては、前述の

とおり、現段階では一部に限られるモデルであろう。パターンＤは一つの魅力的なモデルになるかも

しれないが、メンバーシップ型の雇用慣行が根強く、外部労働市場が未成熟な日本の労働市場を考え

 
2 2006年４月から事業者に対して 65歳までの雇用確保措置が義務付けられている（雇用確保義務年齢は段階的に引き上げられ

2013年４月以降 65歳となっている）。 
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ると現段階でどれだけの人がこのパターンを歩むことができるのか不透明である。こうしたなかで筆

者として理想と考えるのがパターンＣのモデルである。パターンＡにしてもＢにしても、65歳あるい

は 70歳以降も、“何かをしたい”と考える高齢者は実際多い。その高齢者の多くは年金3という経済基

盤を手にする。そのこともあって現役当初と同じようなハードな働き方は望まないし、その必要もな

い。また、自宅に近いところで新たな居場所（活躍場所）を求めたいという意向が強いこともよく見

聞きする。これらを踏まえれば、65歳を起点に生計就労から生きがい就労に切り替え、年齢や体力等

に応じて担当する仕事の量や中身を適度に変えながら、例えば 85 歳くらいまで活躍し続けられるパ

ターンＣが望ましいのではないかと考える。 

なお、これ以外にも様々なパターンが考えられる。高齢者の多くは「自由にマイペースで働けるこ

と」を望んでおり、そのことからすれば、「起業」「個人事業主」「フリーランス」として活躍するパタ

ーンもニーズがあるだろう。いずれにしても、こうした様々なパターンを考えながら「どこで、いつ

まで、どのように活躍したいか」、できるだけ若い時から考えていくことが重要なことであろう（セカ

ンドライフの空洞化問題（４）に続く）。 

 

図表２ 「人生 100年時代の生き方・活躍の仕方」モデルパターン 

 

※「生計就労」は生計のための就労、「生きがい就労」は本人の生きがいや健康等をより重視した就労という意味で表している。 

資料：筆者作成 

 

 
3 加入する制度に応じた公的年金。 

https://www.nli-research.co.jp/files/topics/72185_ext_18_0.pdf?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/files/topics/72185_ext_18_0.pdf?site=nli

